
ＮＥＴＩＳ 活用効果調査表 作成手順 マニュアル

近畿技術事務所

令和5年５月



●「新技術活用計画書・実施報告書」および「活用効果調査表」は

　令和４年４月よりＮＥＴＩＳ（新技術情報提供システム）のＨＰにて

　オンラインで作成・提出となりました。

☞ https://www.netis.mlit.go.jp/netis/

　※旧システム（R4年3月以前）で作成した活用効果調査表

　　（ｚｉｐファイル形式）の内容を確認・修正する場合は、本

　　マニュアルＰ７を参照。

令和４年４月以降のオンライン化のイメージ

ＮＥＴＩＳ 活用効果調査表 作成手順 マニュアル

令和４年４月よりオンラインで作成・提出

初めてＮＥＴＩＳのＨＰにアクセスした場

合、このような画面になります。あなた

の該当職種をチェックし、注意事項を

確認の上、同意に関する「ＯＫ」ボタン

をクリックしてください。
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※　活用効果調査表の構成は次項を参照。　ここでは「新技術活用計画書」は計画書、「実施報告書」は

　報告書、「活用効果調査表（発注者用）（施工者用）」は調査表と呼びます。

　　　

【発注者指定型、発注者指定型（選択肢提示型）、施工者選定型】 ●手順の詳細はＮＥＴＩＳ掲載の操作マニュアルを参照

　してください。

●計画書・報告書や調査表はオンライン上で作成・

　内容確認・登録を行います。

●作成等にあたってはログインＩＤ/ＰＷの登録が必要

　となります。

　ログインＩＤ/ＰＷは１工事ごとに登録となります。

　計画書、報告書、調査表の作成等では全て同じＩＤ/PW

　を使用します。紛失しないよう注意して下さい。

●施工者が記入した内容に不備や誤記がある場合は

　メールや電話でやりとりしてください。

●従来方式（令和４年３月末まで）で作成した調査表

　（ｚｉｐファイル形式）の修正は可能です。（Ｐ７参照）

●Ａ，ＶＲ技術で工事期間中に監督職員が変わった場合

　再作成が必要な場合があります。下記に問合せ下さい。

活用効果調査表作成上の問合せや、作成後

に活用を取り止める場合は下記に連絡をお願

い致します。

●●●●● 近畿技術事務所 ●●●●●

技術開発相談室　　田和（M755-487）

技術開発対策官　 濱本（M755-302）

指導官　　蚊口（M755-405）

活用効果調査表の提出フロー

実施報告
書・調査表
（施工者用）

作成

調査表受理
内容確認

新技術活用

調査表（発注者
用）作成／登録

NETIS登録

システム操作後、

自動メール通知

システム操作後、

自動メール通知

システム操作後、

自動メール通知

システム操作後、

自動メール通知

内容確認／登録

施工者 発注事務所（発注者） 北陸技術事務所
現場代理人等 新技術窓口主任監督員

新技術活用決定

活用計画書
作成

計画書受理

ログイン
ID/PW申請

内容確認

システム操作後、

自動メール通知

承認メール送信

ログイン
ID/PW受領

システム操作後、

自動メール通知ログイン
ID/PW受領

施工者用

ID/PW 発注者用

ID/PW 計画の把握

／様式Ⅳ-１
との確認

近畿技術事務所

技術開発相談室
発注者

監督職員/調査職員

施工者

現場代理人等

おねがい
（ＶＥの場合）

（Ａ、ＶＲの場合）
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活用効果調査表の構成

Ａ、ＶＲ技術の場合は「新技術活用計画書」、「実施報告書」、「活用効果調査表（発注者用）」「活用効果調査表

（施工者用）」で構成されます。ＶＥ技術の場合は「新技術活用計画書」のみです。

新技術活用前に「新技術活用計画書」を作成。活用後に「実施報告書」、「活用効果調査表」を作成してください。

新技術活用前（VE A VR） 新技術活用後（A VR）

●計画書

発注者指定型 施工者が作成

施工者選定型 同上

●実施報告書 施工者が作成

●活用効果調査表（発注者用） 発注者が作成

●活用効果調査表（施工者用） 施工者が作成

※システム画面は、一部簡略化しています

計画書
（活用技術、工事概要等）

計画書
（新技術活用理由）

実施報告書
（施工概要等）

実施報告書
（施工概要等）

活用効果調査表（発注者用）

活用効果調査表（施工者用）
（従来技術と比較し、活用の効果を評価）

タブ切替
ＶＥの場合は計画書のタブのみ表示されます
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注意事項（概要）

①新技術活用計画書
◎ＶＥ技術は計画書のみ作成します。（Ａ、ＶＲ技術は計画書、報告書、調査表

の作成が必要です。）

◎計画書は、活用する新技術活用が決定後、速やかに作成し、必ず活用前まで

に登録してください。

③活用効果調査表（発注者用）および（施工者用）
◎新技術を活用後、速やかに作成し登録してください。（活用後、10日程度が目安）

◎活用当初において「ｰA」「ｰVR」であった技術が、活用中に「ｰVE」もしくは、掲載

終了となった場合の取り扱いについては別冊資料（担当者会議「新技術活用促

進に向けて」）を参照。

◎近畿技術事務所で受理後、調査表に不備があった場合は、主任監督員等を通じて

修正をお願いする場合があります。

※記入欄は原則全て記入してください。

※記入完了後は必ず のチェックボックスに☑を入れ、 登録を押して下さ

い。

※新技術の活用にあたっては、工事成績評定点の加点対象となります。

（発注者指定型の場合を除く）

②実施報告書
◎報告書は、新技術活用後に作成してください。
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注意事項（活用効果調査表にエラーがあるときの画面と対応）

③

①

①記入完了にチェックし②登録ボタンをクリック時にエラーが有る場合③メッ

セージが表示され、エラー箇所が赤色に反転（次ページ参照）しますので入力

して再度②登録ボタンをクリックして下さい。

【注意】

複数箇所が赤色に反転しているケースもありますので最後までスクロールし

て確認をして下さい。

②
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エラー箇所が赤色に反転された例です
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旧システム（R4年3月以前）で作成した活用

効果調査表の内容を確認・修正する場合は

「こちら」をクリック

（操作が解らない場合下記に問合せを）

技術開発相談室　　壹岐（M755-385）田和(487）

技術開発対策官　濱本（M755-302）

指導官　　蚊口（M755-405）

新規登録（対象技術を初めて活用する際）は赤枠から。

ログインＩＤ/パスワードを申請済みの場合は青枠部分に入力してログイン。

活用効果調査表の作成手順

①NETISへログイン https://www.netis.mlit.go.jp/netis/
②登録申請書作成/活用効果調査表作成タブを選択

③活用効果調査表作成（評価情報）を選択

④WEB活用効果調査表の作成を選択

②

③

④

⑤「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

⑤
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⑥必要事項を入力のうえ「申請」を選択

⑥

１７ページの「活用効果調査表

作成上での留意点を参照して記

入して下さい。
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右のような内容でメールが

送付されます。

⑦

⑦監督職員・施工者双方に、IDPSおよび調査表アドレスが送付される。

⑧メールに記載のアドレスより、調査表作成ページへアクセス。

⑧

⑨メールに記載のIDPSを入力し、

調査表作成ページへログイン

⑨
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注１）　システムのプルダウンでは施工者選定型

（総合評価技術提案）となっていますが、これは

施工者選定型（契約前提案）のことです。

注２）　発注者指定型（選択肢提示型）は１工事に

つき１技術のみとされています。特記仕様書の

選択肢リストから複数を活用する場合、一つを

発注者指定型（選択肢提示型）とし、他は施工者

選定型（契約後提案）としてください。

※④、⑤、⑦はプルダウンより選択して下さい。

※工事名は省略等せずに必ず正確に記入して下さい。 ※活用等の型についてはＰ２１を参照

活用効果調査表　記入のポイントについて

新技術活用計画書
活用する新技術および発注機関等の記入

①登録番号

②新技術名称

③比較する従来技術

NETIS情報から自動的に入力されます。変更はできません。

④組織機関名

「近畿地方整備局」を選択。

⑤部署・事務所名

発注担当課の「部署・事務所名」を選択。

⑥工事名

新技術を活用する工事（業務）名を記入。

⑦活用等の型

新技術を活用する型を選択。

＜活用等の型＞

①

②

③

⑦

④

⑤
⑥

ＶＥの場合のタグ表示

Ａ、ＶＲの場合のタグ表示
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計画書作成段階では工事等情報、活用理由を記入して下さい。

※「工事期間」「新技術施工期間」は、当初予定から変更があった際

　は、施工完了後に正確な日付に修正してください。

新技術活用計画書
工事等情報の記入

①
②

③
④

⑤
⑥

工事等情報

活用理由 ※次ページ参照

①作成日

「 ボタン」より、計画書を作成した日を選択。

②受注者名

工事（業務）の受注者名を記入。

ID等を登録した際に入力した情報が反映されます。

③契約額（円）

工事（業務）の当初契約額（税込）を記入。（ex:12,800,000）

④工事期間

工事（業務）の全体工期を「 ボタン」より選択。

⑤新技術施工期間

全体工期のうち新技術を活用する期間を「 ボタン」より選択

⑥施工場所

施工場所の所在地を記入
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新技術活用計画書
活用理由の記入

◎従来技術と比較して、優れると思われる効果についてチェック（☑）を入れてくださ

い。

◎チェックした項目は、コメント欄を必ず記入してください。

◎6項目中、必ず１項目以上の記入が必須となっています。

◎6項目以外で活用理由がある場合は、「その他」に記入してください。

申請者（新技術の開発者）による、従来技術と比較

した新技術活用の効果がNETISに掲載されています。

あくまで参考として確認していただき、『現場の意見

として活用する理由』を記入してください。

チェックを忘れない!!

チェック項目は、コメント欄を記入
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実施報告書（施工概要等）は新技術活用後に記入して下さい。

実施報告書
施工概要の記入

① 例）舗装工7,000m2、道路改良L=1,000m
工種（業務）全体の内容が分かるよう、主要工種のみ記入

例）△△橋 橋梁塗装工3,000m2、足場工1,500m2②

例）△△橋 P3橋脚 足場工1,000m2③

④

例）山間部
例）半径50m以内に

学校あり
例）特になし

⑤

⑥

①内容

新技術を活用した工事の概要を記入。

②対象数量

新技術の工種の数量を記入。

（単位は、NETIS掲載情報に合わせる）

③新技術使用箇所

対象数量のうち、新技術を使用した箇所を記入。

④現場施工条件

新技術を活用した現場条件を記入。

（騒音有無や夜間施工等）

⑤障害

施工上での重大な障害・問題の有無を選択。「有」の場合は、

障害の内容を記入。

⑥作業環境

新技術を活用した作業環境を選択。

特に資料を添付する必要はありません
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活用効果調査表（施工者用）（発注者用）は新技術活用後に記入して下さい。

【施工者用】

※　連絡先（ＴＥＬ）：　工事完了後も連絡できる固定電話番号を記入。

【発注者用】

※　発注課：　発注担当課名を記入。

※　記入者氏名：　主任監督員、主任調査員等の役職と氏名を記入。

※　連絡先（ＴＥＬ）：　固定電話番号を記入。

※　効果調査：　従来技術と比較しての優劣等評価点をチェック。

※　優れていた点、劣っていた点：　該当する項目をチェック。

　　　該当する項目がない場合はコメント欄に優れている点、あるいは劣っていた点を必ず記入。

※　コメント：　所見として「効果調査」「優れていた点」あるいは「劣っていた点」の理由を記入。また、「当該技術に関連しない項目」とした場合、その理由を必ず記入。

記入漏れや評価に矛盾がないよう発注者は必ずチェックしてください。また、施工者の評価と発注者の評価が大きく異なることがないよう

評価に当たっては施工者と発注者の間で十分調整を図ってください。

活用効果調査表
施工者用

発注者用 タブ切替え

①評価者

記入者（発注者・施工者）によって、画面表示タブが異なります。

②連絡先等

評価者に関する情報を記入。

③効果調査

従来技術と比較し、新技術を活用した際の６項目（経済性、工

程、品質・出来形、安全性、施工性、環境）について効果の内容

を記入。

①

③

② 施工者用 発注者用

評価内容に矛盾がないように

整合を図ってください

例えば、効果調査は「４」（従来技術よ

り優れる）をチェックしているのに「劣っ

ていた点」をチェックしている等
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活用効果調査表
総合的所見 ①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

①優れていた所

従来技術と比較して、優れていた点を記入。

②劣っていた所

従来技術と比較して、劣っていた点を記入。

③留意する所

新技術を活用する際に、特に留意すべき点を記入。

④アンケート項目

該当する項目を選択し、回答。

⑤従来技術名

比較する従来技術が適切でなかった場合、比較すべき従来

技術を記入。

⑥今後の当該技術活用の理由

アンケートにて項目を選択した理由を記入。

⑦改善点・要望・その他

改善点等がある場合は、自由に記入。
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活用効果調査表
施工状況等の写真

◎施工者のみが作成します。発注者による作成は不要です。

◎当該技術に関連した写真を、「施工前」「施工中」「施工後」など各段階において添付してください。

◎写真ファイルは、2MB（300×200pixel）程度のGIF形式またはJPEG形式としてください。

◎写真タイトルの記入漏れが多くみられます。必ず記入してください。

写真添付必須
※新技術を活用している状況が分かる写真を添付

（全景・近景・施工前・施工中・施工後 等）

※ソフトウェアなど施工写真がない場合は、利用状況やモニ

タ画面などの写真を添付

写真タイトル記入必須
※記入漏れが多いため、必ず記入してください。
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活用効果調査表作成上での留意点 近畿技術事務所ＨＰ　　「ＮＥＴＩＳについて」より抜粋

https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/tech/netis/new_flow2023.html
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参　考
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参　考○新技術活用システムの6つの活用形式

②発注者指定型

◆設計図書にテーマと複数の新技術を提示し、

契約後、施工者が新技術を選択する型

◆発注者が具体的に技術を指定して活用する型

①施工者選定型

④フィールド提供型

◆施工者から契約前及び契約後に提案される型

⑤テーマ設定型

（技術公募）

③試行申請型 ◆開発者の申請により現場で確認する型

②発注者指定型

（選択肢提示型）

◆ニーズに基づき、新技術の具体のフィールドを想

定して募集し活用する型

◆ニーズに基づき、新技術の技術テーマを設定して

募集し活用する型

21



参　考
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参　考
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